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再販売価格維持行為とリベート制

　　　効率的販売促進のための諸方策

丸 山 稚 祥

1．問題の所在

　本論文の目的は，消費財の生産者である製造業者が自社商品の効率的販売

促進の展開という目的のもとに採用する流通系列化の諸手段，特に，再販売

価格維持行為及び，リベート制についての形式的なモデル分析を展開するこ
　　　　（1＞
とにある。

　さて，消費財の取引において，商品の買手である消費者が商品の品質につ

いて十分な知識を保有している時には，生産者にとっての問題は，消費者の

望む商品を開発し，それを効率的に生産する方法を見い出し，他の企業に比

して，低廉かつ高品質の商品を提供することに専心するだけ’でよい。ところ

が，一般に，消費者の商品知識は十分ではない。即ち，一般的に，商品の買

手は，取引する商品の品質について不完全な情報しか有していない。売手に

比して，買手は取引条件に関して情報上劣位にあり，取引の両当事者問で情

（1）現在，わが国では，再販売価格維持行為はブランド内の販売業者間の価格競争を直

　接制限するために，不公正な取引方法の一行為類型である不当な拘束条件付取引に該

　当するものとして，一部の法定，指定再販商品についての適用除外という留保事項を

　別にすれば，独占禁止法により，それ自体違法（illegal　per　se）として，原則的に禁

　止されていることは周知の事柄である。但し，法的に禁止されているということが，
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報上の非対称性（informational　asymmetry），が存在している。このような

非対称的情報条件のもつ経済的含意の研究は，市場経済の情報的側面の分析
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
として，近時，盛んに展開されており，以下での消費財取引の分析に際して，

本論文が採用する基本的視角は，こうした研究ラインに準拠するものである。

　この場合，生産者にとって，効率的生産の展開と同時に，自社商品の効率

的賑売促進の展開をはかることが，より一層重要な問題となる。特に，顧客

の品質情報の不完全性を前に，売手にとって品質劣化という機会主義的行動

へのインセンチィヴが存在する為，高品質の商品を提供しようとする生産者

にとって，自己の商品を他の企業の低品質な商品と区別し（生産物差別化を

展開し）自社商品への顧客の誘導を図るべく様々な販売促進政策を展開する

必要があり，その為に販売促進費用をかけなければならない。

　ところで，消費財が生産され消費されるまでの過程には，一般に複数の流

通業者が介在する。製造業者は，自社商品の販売を，独立の主体として行動

する販売業者（卸売及び小売業者〉に委ねているのが一般的である。取引条

件についての不完全情報の下にある消費者は，自己の購買経験，消費者間で

の風聞，小売店での販売員の行なう推奨及び各種の媒体を通じて提供され

る広告，宣伝という利用可能な情報源をもとに，自己の商品選択を決定して

いるが，商品の品質についての優劣があまり定かではない場合，購入段階で

の販売業者（小売業者）の行なう販売促進行為が顧客の商品選択に多大の影

響を与える場合がある。

　そのような場合，製造業者は，自社商品を扱う販売業者に対して，自社商

　そうした行為が行なわれないことを意味しない。呉（［1977］pp．98）は，「最近におけ

　る第19条違反事件の大部分が再販売価格維持行為である（39年4月から51年3月まで

　の間では，24件中16件〉ということは，その立証が比較的容易だからであるが，その

　経済的効果が大きいため実際にしばしば行なわれるからでもある」と述べている。

（2）この点について，Diamond＆Rothschild［1978］所収の諸論文を参照のこと。
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品についての販売促進を展開するインセンチィヴを付与し，効率的販売促進

のための諸方策を工夫するはずである。こうした効率的販売促進のための諸

方策として再販売価格維持行為及びリベート制を把握し，各々の経済的効果

を分析することが本論文の目的である。

　論文の構成は次の通りである。まず，次節では，以下での分析のためにモ

デルの設定を行なう。第3節では，製造業者と販売業者との間の取引関係に

ついて，再販売価格維持行為を中心として分析を行なう。第4節は，リベー

ト制の経済的効果の分析にあてられる。この節では，販売促進努力のインセ

ンチィヴ・メカニズムとして機能すると共に，効率的販売促進を展開する販売

業者を製造業者が選別するための自己選択メカニズム（self－selection　me－

chanism）としても機能しうる報奨リベート制について検討する。最後に，

第5節では，各販売促進政策を展開するために要求される情報条件について

検討し，結びとする。

2．モデルの設定

　生産物差別化を伴う特定商品を供給する特定の製造業者と，当該ブランド

の商品を扱う多数の販売業者（小売業者〉との間の取引様式について検討を行

なう。特に，自社商品を取り扱う販売業者の販売活動に対して製造業者が課

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）
す垂直的取引制限行為の経済的効果に注目することにする。

　販売業者のインデックスを」＝ljlj＝1，2，…，　nlと示す。販売業者は当該

ブランドの商品と共に代替（競争）的なブランドの商品を品揃えし，顧客に販

（3）滝川［1978］によれば，垂直的取引制限の主要な形態として，排他条件付取引，再販

　売価格維持行為，垂直的地域・顧客制限が挙げられる。本稿では，このうち，再販売

　価格維持行為をとりあげて分析を展開する。ところで，再販売価格維持行為が行なわ

　れるのは，銘柄別の品質・性能・機能などについての優劣があまり定かではなく，生

　産物差別化が行なわれている商品の分野であるという点については，広く合意が成立

　している。以下でのモデルは，このような状況を描写することにする。
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売している。以下では，販売業者の当該ブランド商品の販売活動に注目する

ために，他の商品についての販売活動を明示的に定式化することを避けるこ

とにする。当該ブランド商品に関する販売業者」の販売活動を8」＝（Pj，　qi，

ej）と示す。ここで，　Pjは当該ブランド商品の販売価格，　q」はその販売：量，

eゴは，その商品に対して行なう販売促進努力水準を示すものとする。製造業

者の当該ブランド商品の出荷価格をPf，販売業者」の販売促進努力の限界

（＝平均）費用をb、とする。製造業者の当該商品生産に要する限界（＝平均）

費用を。とする。

　さて，～般に，消費者は商品の品質について不完全情報の下にあり，顧客

は売手に比して情報上劣位にある。この様に顧客間で商品間の優劣があまり

定かではない場合には，販売段階での情報提供を含む販売促進努力が顧客の

ブランド選択に多大の影響を与えることになる。それ故，各販売業者の販売

促進努力の水準は，当該ブランド商品に対する潜在的顧客の数を規定するこ

とになる。以下では，当該ブランド商品に対する潜在的顧客数が，N＝N（e）

なる関数で表されるものとする。但し，e　・・　Z］jej

N’（e）＞O，　N”（e）〈O，　N（O）＞O，　N’（O）＝　oo，　N’（oo）＝＝　O，

N”（O）〉一〇〇

　当該ブランド商品についての評価は，顧客ごとに異なっており，それが当

該商品についての顧客の留保価格（当該商品1単位の消費からうける効用の貨

幣評価額）の分布として表されるものとする。即ち，当該ブランドの商品に対

する潜在的顧客の留保価格の密度関数をf（p。），0≦p。≦prとする，但し，

ガ。は当該商品に対する最大の留保価格を示している。以下では，密度関数が

一様分布であるものとし，

　　　　　　　　f（Pr）＝1／P－r　for　any　Pr　E［O，　P－r］

と特定化することにする。
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従って，p以上の留保価格を持つ潜在的顧客の割合は

　　　　　　　　　　　　O　S　f．”’　f（p．）　dp．＄　1

であり，そうした顧客の総数は

　　　　　　　　N（　e）f．Ef（pr）　dpr　＝＝　N（　e）［p－r一　p］／p－T

で与えられる。

顧客は当該商品をたかだか1単位購入するものとする。従って，以下では，

当該ブランド商品に対する顧客の総数と当該ブランド商品についての需要の

総量とを同一視する。

　さて顧客の情報条件として，価格情報は完全であるとする。即ち，当該ブ

ランド商品について各販売業者が設定する価格を全顧客は知っているような

状況を想定する。ところが顧客にとって，商品の品質情報は本来的に不完全

である。販売業者は顧客を誘引するために種々の流通サービスを提供する。

そうしたものの中で，我々は特に，推奨という形を通じた当該商品について

の品質情報の提供という流通サービスに注目し，消費者は，当該販売業者か

ら商品購入を行なうか否かにかかわらず，こうした流通サービスを受け取る

　　　　　　　　　　　　　
ことが出来るものとしよう。

　当該商品の購入に際して顧客は次の2つの問題に直面する。即ち，当該商

品について，いずれのブランドの商品を選択すべきかという，ブランド間選

択interbrand　choiceと，選定したブランド商品をどの販売業者から購入す

るかという，ブランド内選択intrabrand　ch。iceである。以下では，顧客の

ブランド間選択の問題を明示的には定式化せず，単に，顧客のブランド間選

（4）従って，Telser［1960］が再販売価格維持行為との関連でとりあげた流通サービスに

　ついての只乗り問題free　rider－problemの発生するような状況を想定することにす

　る。

一65一



434

択は，販売業者の当該ブランド商品についての販売促進活動水準によって大

いに影響されるものとし，その結果として，当該ブランド商品についての潜

在的顧客数（漏潜在的需要の総量）は，N＝N（e＞として与えられるものとす

る。次に，顧客のブランド内選択は，我々の想定する状況の下では，潜在的

顧客は当該ブランドを扱う最低価格の販売業者から商品購入を行なうこと，
　　　（5）
となる。

　当該ブランド商品について最低価格を課す販売業者の集合を

　　　　　　　　　　　　」．　＝　iJ’lpi＝　rpin　p，i

　　　　　　　　　　　　　　　　　プ∈」

とする。我々の想定する状況では，当該ブランドの潜在的顧客は，当該ブラ

ンドの最低価格を課す販売業者（もし，そうした販売業者が複数存在する場合

には，それらの内から無作為に選んだ販売業者）から商品を購入しようとする

ため，販売業者の販売量は，

ブ・」。　ig・販蝶者ブについては，①一嗣∬／（P・）・dPr／＃・・Jm

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　j

　掩みなる販売業者」については，qj＝O

となる。

　さて，販売（小売）段階での取引の均衡概念をNash均衡として定義する。

　［定義1］

　販売業者の行動リストs＊≡（8ナ）、ε」がNash均衡であるとは，第ブ販売業

者の利潤関数をrrjとする時，任意の販売業者ブにとって，

　　　　　　　　　　　　n，（s’））　nj（s”　s，1｛）

が任意のSjεS、…｛8」18ノ＝（p∫，　q，，　ej），　pj≧0，　q、≧O，ε≧0｝に対して成立し

ている場合をいう。但し，蕗は，」以外の販売業者の行動リストを示す。

（5）丸山［1983］では，より一般的な小売段階での競争状況を分析している。
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　　　　　　　　3、垂直的取引制限の経済的効果

　本節では，製造業者が自社ブランド商品を販売する販売業者の取引方法に

関して加える制限（垂直的取引制限）の経済的効果を分析する。そのための準

備として，まず，そうした垂直的取引制限が行なわれない場合の検討から始

めることにする。垂直的取引制限が行なわれない場合として，我々は，2つ

の状況を分析する。即ち，販売業者間の価格カルテル等の水平的取引制限が

おこなわれない場合，及び，水平的取引制限が行なわれる場合（販売業者間

価格カルテル）を検討する。

　まず，販売段階での水平的取引制限がなく，製造業者による垂直的取引制

限も存在しない場合について検討を行なう。

　［命題1］

　このような場合に，販売段階のNash均衡行動リスト（8ナ）」。、は，任意のブ

について

　　　　　　　　　　8テ＝（pi，σナ，♂）

　　　　　　　　　　　　へ　　　　　　　　　　P」一Pf
　　　　　　　　　　σナ＝1V（0＞ゆ。一Pf］／（ρ。η）

　　　　　　　　　　eナ＝0

が成立している状況として特徴づけられる。

　［証明］

　上記の状況がNash均衡であることは明らかである。

　次に，上記の状況が唯一のNash均衡であることを示そう。さて，　Nash均

衡では全販売業者が同一の価格を付すことは容易に確認することが出来るの

で，均衡価格をp＊とすると，p＊≧Pfであるが，　p＊＞p／の場合はありえな

いことを示そう。

　そこで，今，p＊＞Pfとすると，任意の販売業者jがε＞0としてp＊一ε
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なる価格へと個別的価格改訂を行なうと，利潤は，

　　　　ガ＝・［P＊一Pf］（1ナー～），θナからrr；・　＝［P＊一ε一Pf］（ルーうゴeナ

へと変化することになる。但し，σ1は，価格改訂後の販売量を示す。

　この時，利潤の変化分は

　　　　　　　　　A　n，＝　fl；一一　rr，＊　＝　［p＊一pf］A　qi－Eq；一

となる。但し，

　　　　　　A　q，＝　q；・一qJ＊

　　　　　　　　＝　N（　e＊）［P．一　p“］［1　一1／　n］　／Pr＋　N（　e“）　e／Pr

　　　　　　　　＞　N（e＊）［p－r一　p“］［1m1／n］／p－r＞　O

であるので，利潤の変化分を正にするようなε＞0が存在することになり，

p＊がNash均衡価格であることに矛盾する。従って，命題が示す状況が唯一

のNash均衡であることが確認されたことになる。　li

　即ち，我々が想定する販売（小売）段階での取引状況では，各販売業者は

Bertrand型の価格引き下げ競争に専心することになり，結果として，均衡状

況では，各販売業者の販売促進活動水準はゼロとなる。

　さて，製造業者は，販売段階でのこうした価格競争の結果，自社ブランド

商品の販売価格がp＊＝Pfとなることを前提に，自己の利潤を最大化する出

荷価格を決定する場合を想定しよう。この時，

　　　　　　　　max　rr．　＝　［pf一　c］　IV（O）f．．”’f（p．）　dp．

　　　　　　　　　　　　subject　to　p＊＝　pf

の解，従って，

　　　　　　　　O　nm　／　OPf　＝＝　［P－r’　2Pf＋　C］　AI　（O　）／P’r　＝　O

を充たすPf、＝＝［Pr十　c］／2が製造業者の最適出荷価格となる。

　以上を要約すると，販売段階での水平的取引制限がなく，更に，製造業者

が垂直的取引制限を加えない場合，当該商品の販売（小売）価格はp＊＝pノと
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　　　　　　　eJ

の解として，即ち，

　　　　　∂πノ∂e、＝Mε）［P－P。］［φ。一P］／かη一δ、≦0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（j＝1，　2，　’一’，　n）
　　　　　　　　　　ej（Orr，／Oe，）＝　O，　e，　1一｝t　O

を充たすejを選択する。但し，　Pf＜p＜かが成立しているものとする。

　ここで，最適販売努力水準のリストを（εナ）j，Jとし，　e＊＝Σ、酵とすると，

N’（O）＝・。という仮定より，e＊＞0であることが導け，更に，最低の販売促

進費用を与える販売業者の集合を

　　　　　　　　　　　JL　＝＝　lj1　bj一一　min　b，・　：一＝　一bl

　　　　　　　　　　　　　　　　プ∈」
とすると（但し，b＞0＞

　　　　　　ブ∈」，について　　（∂乃／∂eゴ1併♂＝0，eナ＞0）

　　　　　　ブ費Jしについて　　（∂lrj／∂ε」e一♂〈0，εナ＝0）

となることがわかる。

　従って，各販売業者の最適販売努力水準ej及び，その総量eは，　p，　Pfの

関数であり，

なり，各販売業者は当該商品についての販売促進努力を展開せず，製造業者

の設定する出荷価格はPf＝［p。＋c］／2となり，その時の製造業者の利潤は

　　　　　　　　　　　πrm＝ノV（0）［fうr－c］2／4歪うr

と与えられることになる。

　次に，販売業者が価格競争を回避するために，水平的取引制限（販売価格カ

ルテル）を行なう場合を検討しよう。こうした状況は，製造業者が出荷価格

Pfを決め，販売団体が販売段階の結合利潤を最大化する販売価格pを決め，

各販売業者が，Pf及びpを所与として，自己の最適販売努力水準を決定す

る，というように定式化される。この状況の分析は，各販売業者の行動分析

から始めればよい。

　販売業者」は，p，　Pfを所与として，

　　　　　　maAx　rr，　＝　［p一　pf］　N（　e）　f．　P’　f（p．）　dp　．／　n一　bj　ej
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eは　1V’（e）［p－Pf］［か一p］／ρTη＝並　の解

j∈J、について　e」＝e／＃」，，∂nj／∂eノ＝0

ブ（…Jしについて　eJ＝0

（＊〉

と特徴づけられることになる。

　我々が想定する販売段階価格カルテルは，販売（小売）価格についてのみ協

調的行動をとるものであり，販売促進努力水準の決定は，各販売業者の自律

的決定に委ねられているので，（＊）式というself－selection　constraintsを制

約条件として，販売団体は協定価格を選択しなければならない。

　販売団体の協定価格選択問題は，Pfを所与として，

　　　　　　max翫＋・。］A　c　e）f．gf（・抑。一膨

　　　　　　　　subject　to　self－selection　constraints　（＊）

即ち，

　　　　　　max　：［］jni＝　N（e）［pmpf］［p－r－p］／p－r一一bZieJ，　e」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　し

と定式化されることになる。

　　　　　O£，rr，／Op　＝＝　N（e）［一2p十p一．十　pf］／p一．十　iN’（e）［p－pf］

　　　　　　　　　　　［pN　r’　p］／p一　r一　一b　K　Oe／　O　p）

　　　　　　　　　　＝」へ1（e）［一2p十ργ一ト1）f］／戸r十［n－1］b（∂e／∂p）

となり，」∈J，．についてのself－selection　constraints（∂」rj／∂ej＝O）をpで

微分すると，

　　N’（PJ）［一2P十Pf十か］／ρrη十N”（e）（∂e／∂P）［P－P／］［ρr一一P］／ρ7η＝0

が得られるので，

　　　　　　　　　　　　　　　［2P－1）／一ガr］八「’（e）
　　　　　　　　　　Oe／　Op　＝
　　　　　　　　　　　　　　［p－pf］［pMr一　p］　N”（　e）

が導ける。
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再販売価格維持行為とリベート制　439

　従って，Pf＜p〈Prの時

　　　p＞［Pf十ρr］／2　　ならば　　∂e／∂p〈0　　∴∂ΣL乃／∂p〈O

　　　p＝［Pf十　P－r］／2　　ならば　　∂e／∂1）＝0　　∴∂Σ，掲／∂p＝O

　　　p＜［1）f十ガr］／2　　ならば　　∂e／∂p＞0　　∴∂Σj　irj／∂p＞0

が導ける。それ故，販売団体の価格カルテルが定める協定価格は，

　　　　　　　　　　　　　p＝　［pf十　P．］／2　〉　pf

となり，価格カルテルにより販売業者は，正のマージンを得ることになる。

　さて，製造業者は，販売段階での価格カルテルの結果，自社ブランド商品

の販売価格がp＝［Pf＋Pr］／2となることを前提として，自己の利潤を最大化

する出荷価格P／を選択する。製造業者の利潤は，

　　　　　　　　　　rrm　＝＝　［pf一　c］　A［（e）jll．nyf（pr）　dpr

　　　　　　　　　　　＝＝　N（e）［Pf一　C］［P－r”Pf］／2P－r

であるから

　∂rrm／∂Pf＝N（e）［一一2Pf一トPr十。］／2ρr一トN’（e）（∂e／∂∫））［Pf－c］［p－r－Pf］／4婚r

となるが，p＝［Pf＋ガ。］／2の時，∂e／∂p＝Oとなることが確認されているので

　　　　　　　　Orrm／OPf＝　N（e）［一2Pf＋　P－r＋　C］／2P－r＝＝　O

を充たすPf、＝＝［か＋c］／2が製造業者の最適出荷価格となる。

この時の販売業者の利潤は，

　　　　　　　　　　　　nm　＝＝　N（e）［for一　c］2／8Pr

で与えられる。

　以上を要約すると，水平的取引制限（販売段階価格カルテル）が行なわれる

時，販売団体は，販売段階での結合利潤最大化を達成するように協定価格を

決定し，協定価格はp＝［Pr＋　pf］／2と与えられる。又，こうした前提のもと

で，製造業者は，自己の出荷価格をPf　＝＝［p。＋c］／2に設定する。この時，製

造業者の利潤は，rrm＝N（e）［P。一　c］2／8fO　rとなる。
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　以上の議論から我々は，次の命題を得る。

　［命題2］

　水平的取引制限（販売段階価格カルテル〉は，それが安定的に維持される限

り，価格競争の回避によって各販売業者にとって資することになるが，販売

段階での価格競争の場合と比較して，この事柄の製造業者の利潤に与える影

響は定かではない。

　ところで，販売業者にとって，販売段階での価格カルテルへの誘因が存在

することが確認されたが，こうした水平的取引制限は，カルテル固有の不安

定性を伴っている。これに対して，販売段階での価格カルテルは協定に拘束

力を付与する為に，契約違反の発見機構とそれに対する罰則規定を設けなけ

ればならないが，この点で販売段階でのカルテルは，有効な手段を有してい

　　　　　　　　　　
ないように思われる。

　製造業者にとって，販売段階での自律的価格カルテル（水平的カルテル）は

必ずしも有利ではないということが確認されたが，次に検討する再販売価格

維持行為という，製造業者がイニシアティヴをとって行なわれる垂直的取引

制限（結果的には，俗に縦のカルテルと呼ばれるもの）は，製造業者の供給す

る商品の品質についての優劣があまり定かではなく，販売業者の販売促進努

力水準が商品の売上に多大の影響を与える場合，製造業者と販売業者にとっ

て，共にprofitableである≧いうことが確認される。

　［命題3］

　再販売価格維持行為は，販売段階での価格競争の場合に比して，製造業者

及び，販売業者にとって，共にprofitableである。

（6）流通の分野は，企業数が多く，参入が容易であり，たとえ，カルテルによる競争制

　限への誘因が存在するとしても，参加メンバー間での利害調整及び，協定違反者に対

　する有効な制裁措置を行なうことが著しく困難である。この点についての例証は，三

　輪（［1982］p．178）を参照のこと。
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再販売価格維持行為とリベート制　441

　［証明］

　販売業者は，製造業者の決定するp，及びPfと他の販売業者の販売促進努

力水準εり、を所与として，自己の利潤

　　　　　　　　r・，一N（・）が掴⑫・［P－P・］／n－b・ej

を最大化するように自己の販売促進努力水準を決定する。即ち，

　　∂7ζ｝／∂ej＝N’（e＞A／n－b，≦；O，　ej（∂フTj／∂ej）＝0　（j＝1，2，…　，　n）　（＊＊）

　　但し，A≡［Pr－P］［P－Pf］／ργ

を充たすように各販売業者の販売促進努力水準が決定され，その総量が，

e＊＝Σ、鱒と与えられる。

　製造業者は，（＊＊）式を制約条件として，製造業者の利潤

　　　　　　　　　rr，．　＝＝　N（e）f．”’f（p．）　dp．［pf一　c］

を最大化するように，pと販売マージンz・＝p－p／を決定する。

　命題を証明するには，販売業者の販売促進努力水準の決定式（＊＊〉に注目す

ればよい。ここで，Ai［Pr－P］z／かであるので，　z＝・Oの時，　A＝0故に，

∂rrj／∂ej〈0となり，　eブ＝0及びe＝0が導ける。この場合，　p＝p／，　N（e）＝

N（0）となるのでp＝Pf＝［φ。＋c］／2を選択するならば，製造業者の利潤は販

売段階での価格競争が展開される場合と一致することになる。即ち，再販売

価格維持行為の特殊ケースとして，価格競争の場合の製造業者の利潤が確保

できるといえる。それ故，少なくとも再販売価格維持行為は製造業者にとっ

て価格競争よりも不利ではないということが確認されたことになる。

　更に，再販売価格維持行為が価格競争の場合よりも製造業者にとって有利

であることを示すためには，製造業者の最適解z＊がz＊≠0であることを示

せばよい。このことは，∂lr，m／∂zl。。。・＞0を示せば十分である。ところで，

　　　　　Orr．／Oz　＝　［p一．一　p］　IN’（　e）［p一　z一　c］（Oe／　Oz）　一N（　e）　1／p一．

一73一



442

であり，e＞0の時，販売業者の販売促進努力水準の決定式

　　　　　　　　　　　　　　N’（e）A＝＝　bn

（但し，bは最低の販売促進費用を示す〉をzで微分すると

　　　　　　　　　IV　”（　e）　A　（Oe／az）　十　N’（　e）（　OA／Oz）　＝＝　O

　　　　　　　　　　　　　　　　IV’（e）（OA／Oz）
　　故に，　　　　　∂e／∂Z＝一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＞o　　　　　　　　　　　　　　　　　N”（　e）　A

ここで，N’（0）＝・・，2V”（0）〉一。。，0〈N（0）＜∞であるからlim∂e／∂z＝○O

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　z－o＋
となり，それ故∂7rm／∂21z一。・＞O　ll

　以上の分析から，製造業者は，再販売価格維持行為を行なうことによって，

価格競争の場合に比して，自己の利潤を高めうることが確認された。こうし

た結論を導く主たる論理は，次の通りである。即ち，製造業者が販売段階で

の価格引き下げ競争を再販売価格維持行為によって阻止することにより，販

売業者に正の販売マージンを保証し，このように販売業者に報いることが，

自社商品に対する販売業者の販売促進努力の展開を促し，ひいては製造業者

にとっても資することにつながること，である。

　従って，我々の想定した分析枠組のもとでは，製造業者が再販売価格維持

行為を採る主たる理由が，生産物差別化を伴う商品について，自社商品に対

する販売業者の販売促進へのインセンチィヴを付与することにあるというこ
　　　　　（7）
とが出来る。

　最後に，再販売価格維持行為のもつ以上のような販売促進効果の効率性の

側面を検討して本節の結びとしよう。

（7）再販売価格維持行為を製造業者が採用することの根拠のひとつとして，販売促進へ

　のインセンチィヴ効果に着目するという点は，Telser［1960］等によって主張された点

　であり，こうした観点からの再販売価格維持行為のモデル分析として，Holahan［1979］

　倉沢［1982］等がある。又，中田［1982］及び成生［19831も参照のこと。但し，本稿の

　目的である再販売価格維持行為と他の販売促進政策との効率性比較をモデル分析した

　ものは未見である。
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再販売価格維持行為とりべ一ト制　443

　［命題4］

　再販売価格維持行為は，効率的販売促進政策ではない。即ち，再販売価格

維持行為のもとで，製造業者と販売業者とにPareto的改善をもたらすよう

な販売促進活動水準が存在する。

　［証明］

　我々は，再販売価格維持行為がなされるもとで，各販売業者の選択する販

売促進努力水準の総量がN’（e＊）A／n＝bを充たすように決定されることを

みた。

　ところで，再販売価格維持行為が採られるもとで，販売段階全体として最

適な販売促進努力水準は，

　　　　　　　　　　　£」　一」　一一　N（　e）　A一　Zj　bj　ej

を最大にするeであり，その値9は，N’㈲A＝bの解として定まる。ここで，

N「（e）〈N’（e＊）であるので乙＞e＊が導ける。

　更に，製造業者の利潤はeの増加関数である点に注意すると，再販売価格

維持行為のもとで選択される販売促進活動水準に対して，製造業者と販売業

者にとってPareto的改善をもたらす販売促進活動水準が存在することが示

されたことになる。従って，再販売価格維持行為はこの点で効率的な販売促

進政策ではないことが確認されたことになる。li

　即ち，再販売価格維持行為のもとで行なわれる販売促進活動水準の総量は，

販売段階全体としての最適量を下回ることが確認された。この主たる要因は，

各販売業者の展開する販売促進活動についての外部効果external　effectの

存在にある。販売促進活動のもつ外部効果は，特に，広告の外部効果に代表

されるように，一般的に，その存在が広く確認されているが，こうした外部

効果が存在する時，製造業者の採る再販売価格維持行為は，効率的販売促進

の展開という製造業者の目的に照らして，最善のものとはいえないことが確

認されたことになる。次節では，製造業者の効率的販売促進の展開という視

点から，各種のりべ一ト制のもつ経済効果を分析することにする。
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4．リベート制の経済効果

　製造業者と販売業者との間の商取引におけるりべ一トの受渡しは，商慣習

のひとつとして古くから広く行なわれている。販売段階での小売業者の販売

促進努力が自社ブランドへの顧客の誘引に多大の影響を与える場合に，製造

業者が，販売業者に販売促進努力の向上へのインセンチィヴを付与し，加え

て，効率的販売促進の展開という基準のもとで，優良な販売業者を製造業者

が識別し，選別するための工夫を試みるはずである。そのひとつがりべ一ト

制である。リベート制は，その目的及び形態の点で多種多様であるが，その

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
基本目的が販売促進にあるという点は広く認められている。以下では，この

ような観点からりべ一ト制の持つ経済効果を分析することにする。即ち，効

率的販売促進のためのインセンチィヴ・メカニズムとしてりべ一ト制を把握し

た時，製造業者が自社ブランド商品の販売促進努力を高めるためには，どの

ようなリベート制を採用するべきか，更に，販売促進の効率性という点で優

れた販売業者を選別するためには，どのようなりべ一ト制を採るべきかとい

った問題を検討することにする。

　まず，リベートが取引数量に依存して設定されるような数量リベート制か

ら検討することにしよう。第ブ販売業者の販売量σ、に依存して，γ＝γ（の

なる関数で示されるような数量リベートが第ブ販売業者に与えられるものと

しよう。但し，v（qj）≧0，　v’（q，）＝dv（qj）／dq，≧0であるものとする。

　［命題5］

　数量リベート制は，販売業者間の価格競争への傾斜を弱めるものではなく，

こうしたリベート制の存在が，販売業者の販売促進努力の向上へのインセン

チィヴを付与するとは必ずしもいえない。

（8）各種のりべ一ト制の形態，目的を分類整理したものとして，柳沢［1966］がある。
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再販売価格維持行為とりべ一ト制　445

　［証明］

　命題の成立を確認するためには，数量リベート制の下での販売段階での均

衡を検討すればよい。まず，数量リベート制の下でも，我々の基本モデルで

は，Nash均衡において，全販売業者が同一価格を設定することが容易に確認

される。そこで，均衡価格を：p＊，第ノ販売業者の均衡における販売量をql，

販売努力水準をeナで表し，8ナ＝（P＊，σナ，eナ）を均衡行動，（si）、ε」を均衡行

動リストとする。

　この時，p＊がNash均衡価格であるために充たすべき条件は，如何なる販

売業者にとっても，この価格を個別的に改訂するインセンチィヴが存在しな

いことである。

　今，任意の企業ブが価格引き下げを行ない，p＊一εなる価格を設定したと

する。この時，この販売業者」の利潤は

nj＝［P＊一P。］σ瞥γ（9め一δ、εナからr・；・＝　［P＊一・一Pf］q；・＋v（の一b、酵

へと変化することになる。但し，必は，第ブ販売業・者の個別的価格改訂後の

販売量を示す。従って，利潤の変化分は，

　　　　An，　一一　n；一　rr，　一一　［p＊一pf］　Aq，十　zS　v一　eq；一，　Aq，＝　q，’・　一q；一

となる。ここで

　　　　Av＝　v（q；・）一　v（q，＊一　）　＝　v’（qi　）Aq，十　8，　v’（q，“・　）　＝＝　dv（q，＊・　）／dqj

と表せる（但し，δは剰余項を示す）から，利潤の変化分は，

　　　　　　　　△πノ＝［P＊一P。＋プ（9ナ）］△（1ゴ十δ一εq；一

となる。ここで，qi及び瓠を計算してA　qjσ）値を求めると，

　　　　　　A　qj　＝　q；・　一q，＊一

　　　　　　　＝N（e＊）［か一p＊〕［1－1／n］／づγ十εN（e＊）／戸r

　　　　　　　）　N（　e“　）［P．一　p＊］［lml／n］／p’r＞　O

となる点に注意しよう。

　この時，いかなる非負のεに対しても第ブ販売業者の利潤の変化が非正で

あるためには，p＊一p／＋v’（σめ≦0が成立していなければならない。
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　更に，販売業者の販売努力♂が最適であるためには，

　　　　　∂nj／∂e、1。。ρ罷。．。に［p’一pf＋　v’（q，“・）］∂σ、／∂ε、一δ、≦o

　　　　　　　　　　j　　　　　j　　　　　　　　　　　　　　∫
　　　　　　　　　　　　θナ｛∂nj／∂θ、1。。ρ鷺。．。・｝＝0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゴ　　　　’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ
が成立していなければならない。

　ところが，p＊一Pf十v’（qi）≦0より，このことは，酵＝0を意味する。従

って，γ「（qj）≧Ofor　any　qj≧0の時，販売業者」の均衡行動8ナは，

　　　　　　　8トゆナ，9ナ，ei），　pi＝P＊≦P，一ヅ（σナ）≦P。

　　　　　　　　　　　　　　　　　θ努；0

と特徴づけられることになる。

　このことは，いかなる販売業者についても成立するから，Nash均衡行動リ

ストは，

　　　　　　8＊＝（8ナ）ゴε」，P努＝P＊≦Pf，　e努二〇　for　any　j∈」

として特徴づけられることになる。

　即ち，数量リベート制の導入は，出荷価格Pfを割る価格での販売を導く可

能性を持ち，販売促進努力水準の増加に必ずしも寄与しない（ej；0）という

ことが示されたことになる。ll

　数量リベート制は数量割引（quantity　discount＞と【］乎ばれるものと形式的に

は同じものであり，少なくとも我々の想定する状況では，それが効率的販売

促進のためのインセンチィヴ・メカニズムとして機能しないということが確認
　　　　　　　　　　
されたことになる。

（9）それ故，数量リベート制が採用されることの根拠は，他のものに求めるべきであろ

　う。まず，数量リベートないしは数量割引は，購買者の小さなロットサイズの注文の

　度数を減らし，大きいロットサイズの注文に代え，注文を処理する経費を削減し，売

　手の販売費用の節約につながるという側面がある。第2に，卸売業者と小売業者との

　間の商取引にみられる，取引数量に応じて累積的な割引率が適用される数量割引，即

　ち，累積割引（volume　discount）は，小売業者が特定の商品の仕入れを異なった卸売
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　次に，各販売業者に与えられるリベートが，各販売業者の販売促進努力水

準に依存して決定されるような報奨リベート制について検討を行なう。即ち，

第ブ販売業者に対するりべ一トがγ＝＝，γ（e，・）なるりべ一ト関数として定式化さ

れ，第ブ販売業者の利潤がlrj＝「p、一　Pf］qj＋v（ej）一　b、　e」と表される場合を考

察することにする。こうした報奨リベート制が実行可能であるためには，製

造業者が各販売業者の販売促進努力水準を正しく認識しうる必要があり，販

売業者の販売努力に対するmonitoring　costを支払わなければならない。以

下では，販売促進努力水準は各販売業者によって自律的に選択され，製造業

者が，それを直接的に制御することは出来ないが，各販売業者の行なう販売

促進努力水準は，製造業者にとって，正しく認識されるものとする。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一
　こうしたもとで問題は，製造業者が報奨リベート関数を適切に設計するこ

とによって，それが販売促進のためのインセンチィヴ・メカニズムとして機能

し，更に効率的な販売業老を選別するための自己選択メカニズムとなりうる

かを問うことになる。

　このような問題を検討するための準備として，まず，以下の命題の成立を

確認しておくことにする。

　［命題6］

　報奨リベート制が導入された場合の小売段階のNash均衡行動リストを

8＊＝（8ナ），。」，第j販売業者の均衡行動をsナ＝（ガ，の，eわ，ガ＜ガ。，σナ＞

0，襟≧0とする時，

　　　　　　　　　　Pナ＝P／　　　for　any　j∈」

業者に分割することなく，特定の卸売業者に集中することによって多くの割引を獲得

しうるため，こうした累積割引制が一店一帳合制への傾向を促すものとして機能する

側面がある。第3に，累積的数量割引は売手によるnQnlinear　pricingを通じた顧客

の価格差別政策としても機能する。こうした視点からの数量リベート（割引）制につい

ての検討は，稿を新たに論じてみたい。
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が成立し，販売促進努力水準eナは

　　　　　　　Onj／Oei　l　p，一p．　e，＝et＝　v’（ej＊）一　bj＄O

　　　　　　　　　　　j　ノ　ゴ　ノ
　　　　　　　　　　cナ［ヅ（eナ）一δゴ］＝0

を充たす水準に決定され，製造業者の最適出荷価格は，Pf＝［β千。］／2と表

されることになる。

　［証明］

　報奨リベート制の下で小売段階でのNash均衡では，全販売業者が同一の

価格を付していることは容易に確認することが出来るので，それをp＊とし

よう。

　さて，任意の販売業者ブがp＊一εなる価格へと個別的価格改訂を行なった

とする，但しε＞0。この時，第」販売業者の利潤は，

　　　　　　　　　n」＝［P＊一Pf］9ナ十v（ei）一bゴεナ

から

　　　　　　　　rrC一　＝　［p＊一　e一　pf］　q；一＋　v（ef一　）一　b，　e，’一

へと変化し，利潤の変化分は

　　　　　　　　　　An，　一一　［p“一pf］Aq，一Eq；・

となる，但し

　　　　　Aq，＝　N（e“）［P．一　p＊］［1　’1／n］／P．十　N（e“）　E／Pr

　　　　　　＞　N（e＊）［Pr一　p“］［1　ge　1／n］／for＞　O　（’・’　Pr＞　P“）

　それ故，p＊＞Pfの時，利潤の変化分を正とするε＞0が存在することに

なり，p＊がNash均衡価格としたことに矛盾する。

　又，p＊〈Pfの時，任意の販売業者jがp、＝p／なる価格へと個別的価格改

訂を行なうと，利潤は，π；・＝v（e齢一δゴθナへと変化し，利潤の変化分は

　　　　　　　　　　Az，＝　一　［p’一pf］　q，“・　＞O

となるので，この場合もp＊がNash均衡価格であるとしたことに矛盾する。

従って，均衡価格がp＊＝p／であるということが確認されたことになる。
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　次に，p＊＝Pfのもとで，第ブ販売業者の最適販売促進努力水準eケは，

　　　　　　　　∂rrj／∂e・1・、’一ρノ・、一・汗ヅ（eナトb・≦o

　　　　　　　　　　　　eナ［ザ（ei　）一b，］＝0

という条件によって特徴づけられる。

　さて，製造業者の利潤はこの時，

　　　　　　　　nm　＝　［pf一　c］　N（e＊）［p一．一　pf］／P．m　Z］」v（e）・：）

で与えられるので，製造業者の最適出荷価格は

　　　　　　　　Orrm／　Opf＝　N（e＊）IP－r－2pf＋　C　l／P－r＝　O

を充たすPf＝［か＋c］／2となることがわかる。　II

　以上の命題の成立を踏まえれば，製造業者にとっての問題は，販売業者の

販売促進努力水準を規定するself－selection　c。nstraintの制約のもとで，製

造業者の利潤を最大にするようなリベート関数を設定することに帰着する。

即ち，製造業者にとっての問題は，最適出荷価格がPf＝：［p。＋c］／2である点

を考慮すると，

　　　　　　　　　max　N（e）［prr一　c］2／4p一．一Z，v（e，）

　　　　　　　　　v（．）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（j＝1，　2，　…，　n）

　　　　　subject　to　v’（ej）一∠）」≦0，　ej［1ノ’（ej）一～）j］＝0

と定式化することが出来る。

　［命題7］

　報奨リベート制は販売促進のためのインセンチィヴ・メカニズムとして機能

しうる。更に，ステップ関数型の単純なリベート関数が，効率的な販売業者

を選別するための自己選択メカニズムとなることがわかる。

　［証明］

　上記の製造業者にとっての問題は，次のようにして解くことが出来る。

　まず，製造業者がりべ一ト関数γ（．）を設定した時，製造業者の利潤を最大

にする各販売業者の販売促進努力水準は，
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　　　　　Orr．／　ae，＝　N’（e）［P．一　c］2／4Pr一　v’（　ei）　：一E｛；　O

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（j＝1，　2，　…，　n）

　　　　　　　　　ej｛ハlt（e）［Pr－c］2／4Pr－1／t（ej）｝＝0

なる条件によって特徴づけられる。

　全販売業者の内で販売促進費用の最小値をbと記し，最小費用の販売業者

の集合をJ、＝酬わ、＝biによって示すならば，製造業者は，

　　　　　　　　　　　’N’（　e）［Pr一　c］2／4Pr一　一b　一一　O

を充たす解として，e＊を定め，

　　任意の販売業者ブ∈」，が鱒＝e＊／＃みなる販売促進努力を選択し，

　　任意の販売業者庶ゐが酵＝0を選択し，

　　更に，製造業者の利潤を最大化する

リベート関数を設定すればよい。

　そのようなリベート関数は無数に存在するが，例えば次の図に示されるも

のが最適リベート関数の一例である。

o

b、e、（ノ銭」、） be，（ブ∈」ム）

ej

e｝；e＊／＃」、（j∈み）
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　又，最も単純なりべ一ト関数として立中のステップ関数型のものでも可で

ある。このステップ関数型のリベート関数は，販売業者に対して販売促進努

力の目標値を定め，目標達成の場合に，適当な大きさのりべ一トが支払われ

るというものである。これらの最適リベート関数のもとで，販売促進費用の

高くつく非効率的な販売業者は，自発的に販売促進努力をゼロとし，リベー

トの受取りを辞退するため，販売促進費用bjの分布のみが既知であり，どの

販売業者が効率的であるかが未知の場合に，リベート関数は効率的販売業者

を選別するための自己選択メカニズムとして機能することになる。ll

　　　　　　　5．各種の販売促進政策の効率性比較

　本節では，再販売価格維持行為とリベート制についての販売促進政策とし

ての効率性を比較検討すると共に，各々の政策を製造業者が実行するための

要件について整理を行ない，本稿の結びとする。

　まず，販売促進政策としての効率性の側面について比較を行なう。第4節

で，既にみたように，再販売価格維持行為が，製造業者にとっての販売促進

政策として機能するが，こうした政策が販売促進政策として非効率的である

ことも同時に確認した。（命題4）

　ところで，リベート制の場合はどうか。この点について次の命題を得る。

　［命題8］

　製造業者が報奨リベート制を適切に設定する場合，こうしたりべ一ト制は，

効率的な販売促進政策として機能する。

　［証明］

　報奨リベート制のもとで，販売段階の価格pがp　＝・　pfと設定され，製造

業者の定める出荷価格がPf　＝［か＋c］／2となるため，製造業者と販売業者と

の結合利潤は

　　　　　rrm十　Z］j　nj　＝　N（　e）［iPr一　c］　2／4sbr一　Zj　bj　ej

と与えられる。ここで，結合利潤を最大化する販売促進活動水準は，
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　　　　　N’（e）［Pr一　C］2／4Pr一　bj　”K　O

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（j　＝＝　1，　2，　…　，　n）

　　　　　ej｛八1’（e）［Pr－c］2／4Pr－b，｝＝0

を充たす販売促進活動水準のリスト（e、）ノ，、によって与えられる。

　この解は，

　　　　　j∈」ム＝ljlbノ＝min　b，・≡々｝について島＝∂／＃」，

　　　　　　　　　　　　プ∈」
　　　　　療」、　　　　　　　　　　　　　　　　　　について高コ0

（但し，∂は，N’（e＞［p。一　c］2／4fOr＝立の解である）として与えられる。この販

売促進活動水準のリストは，正に，報奨リベート制のもとで製造業者が設定

する販売促進活動水準のリストそのものであり，従って，報奨りべ一ト制が効

率的な販売促進政策として機能するということが確認されたことになる。II

　さて，リベート制にもとつく販売促進政策は，各販売業者による各自の販

売価格及び販売促進活動の自律的決定に基礎を置くものである。それ故，製

造業者がリベート制を実施するための要件は帰耕上の要件であり，報奨リベ

ート制の場合，特に，製造業者は販売業者の販売促進費用の分布状況（即ち，

傷の分布）についての情報を保有していなければならないと共に，各販売業

者の販売促進努力水準に対するmonitoring　costを支出しなければならない。

ところが，報奨リベート制を適切に設定する時，それが効率的な販売業者を

選別するための自己選択メカニズムとして機能するため，このような場合，

事実上，各販売業者の販売促進努力水準をいちいち調べる必要はなくなり，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1　0）
販売促進努力水準に対するmonitoring　costの負担は軽減されることになる。

（10）報奨リベート制の実行に伴う情報上の要件を緩和し，販売促進活動水準に対する

　monitoring　costを引下げるための工夫として，次のような報奨リベート制が考えら

　れる。製造業者が，自己の製品についての小売段階での販売量を観察可能としている

　ので，全販売業者の現実の販売量の総量q＝Σ、qJが，命題8で与えられている最適

　販売量q＊＝N（e’）［Pr一　pf］／P．　一一　N（　e＊〉［Pr一　c］／2φ．の時に限って，命題7で与えら

　れているりべ一ト関数を適用し，q≠q＊の時には，全販売業者のりべ一トをゼロと
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　これに対して，再販売価格維持行為は縦の価格カルテルであり，各販売業

者にとって個別的には価格引き下げへのインセンチィヴが存在している。従

って，再販売価格維持行為を実施するためには，製造業者は各販売業者が定

められた再販売価格を守って販売を行なっているかどうかを監視するための

m。nitOring　costの支出はさけられず，更に，協定への遵守を促すために，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（11）
違反する販売業者に対する有効な制裁措置を備えていなければならない。又，

製造業者が各販売業者の販売促進費用の分布についての情報を有していなけ

ればならない点は，リベート制の場合と同様である。

　以．ヒの検討を要約すると，再販売価格維持行為はりべ一ト制に比して，実

施に伴うコストが必ずしも小さいとはいえず，販売促進政策として効率的で

はないということができる。

　では，販売促進政策として非効率的な再販売価格維持行為が一部の製造業

者によって採用され続ける理由はどこにあるのか，乃至は，再販売価格維持

行為がリベート制と併用して用いられるのが現実的であるとするならば，あ

えて再販売価格維持行為を採用し続ける経済的根拠をどこに求めるべきであ

ろうか。この点は，製造業者間での価格カルテルを実行するための手段とし

て再販売価格維持行為が利用されているという見方に立つことによって理解

されるかもしれない。こうした点の詳細な検討は将来の課題である。

　するような報奨リベート制を考えよう。

　　この時，製造業者は各販売業者の販売促進活動水準をいちいち調べず，各販売業者

　が，販売促進活動を行なっているか否かのみをモニターするという条件のもとで，命

　題8に与える最適販売活動水準がPareto　Optimal　Nash　Equilibriumとして達成さ

　れることがわかる。

（11）再販売価格維持行為についての協定違反者の監視と，それに対する制裁措置を有効

　に行なうためのコストは，卸売業者に対するテリトリー制や，小売業者に対する一店

　一帳合制の実施等という流通系列化によって削減する傾向を持つ。従って，流通系列

　化は再販売価格維持行為の基盤となる。この点は，法定，指定再販商品及びヤミ再販

　商品についての事実と符合する。こうした再販売価格維持行為と流通系列化との接点

　については，三輪（［1982］pp．184－186）を参照のこと。
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〔後　記〕

　本稿は，1983年マーケティング論ワークショップ：流通の情報的側面（於南山大学）で

発表した論文に基づいている。その際に，池尾恭一（関西学院大学），倉沢資成（横浜国立

大学），小島健司（神戸大学），成生達彦（南山大挙）を始めとする参加メンバー諸氏から

受けた有益なコメントに記して感謝いたします。
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